南国市教育委員会共催及び後援事業承認事務取扱要領
　（目的）
第１条　この要領は、南国市教育委員会が共催又は後援する事業に係る承認事務の適正な取扱いを図るためその承認基準その他必要な事項を定めるものとする。                                                                                                
　（用語の定義）
第２条  この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。                                                                        
　(１)　共催　事業の企画、運営に参画し、また経費の一部負担など当該事業について責任の一部を負担することをいう。                        
　(２)　後援  事業の趣旨に賛同し、当該事業の実施について協力することをいう。
  （名義）                                                                      
第３条　この要領において承認する名義は、南国市教育委員会とする。
　（承認基準）
第４条　共催又は後援の承認基準は、別表１に掲げるとおりとする。 
２　映画等の映像作品の上映会については、前項の承認基準に加え、別表２の承認基準も満たさなければならない。

３　 前２項の規定にかかわらず、教育上の見地から南国市教育長が特に必要があると認めるものについては、共催又は後援の承認をすることができるものとする。
　（申請手続）                                                                  
第５条　共催又は後援の承認を受けようとするもの（以下「申請者」という。）は、別記第１号様式又は次の事項を記載した書面（以下「申請書」という。）を事業開催14日前までに、主管課長に提出するものとする。          
　(１)　事業の名称、目的及び内容
　(２)　主催者の職、氏名及び事務局等連絡先
　(３)　開催日時（期間）及び開催場所
　(４)　参加対象者及び参加見込者数
　(５)　他の共催者及び後援者（予定者を含む。）
　(６)　講習会にあっては、講師、講演内容等
　(７)　入場料金その他参考事項 
２　主管課長は、記載内容に不備等が認められる場合は、申請書の受理を行なわないことができるものとする。
  （決定）                                                                      
第６条　前条の規定による申請があった場合、第３条に規定する名義の使用については、主管課においてその内容を審査し、適当と認めるときは別記第２号様式による決定通知書により、承認できないときはその旨を、それぞれ当該申請者に通知するものとする。この場合においては、主管課長は、南国市教育長の決裁を受けるものとする。      
（事業計画の変更等）                                                          
第７条　事業の主催者は、申請時の事業計画を変更し、又は中止しようとするときは、速やかに当該変更又は中止に係る内容について届け出なければならない。                                                                                
  （事業の完了報告）
第８条  事業の主催者は、事業完了後１ヵ月以内に別記第３号様式又は第５条各号に掲げる事項に係る結果を記載した書面を南国市教育長等に提出しなければならない。          
　（承認の取消し）                                                              
第９条  共催又は後援を承認した事業であっても、その内容が第４条の承認基準に該当しなくなったときその他共催又は後援することが不適当となったときは、その承認を取消すものとする。
２　前項の規定による承認の取消しについては、第６条の規定を準用する。                                                                                                
　（無断使用）                                                                      
第10条　共催又は後援の承認の手続きを経ずに、第３条に規定する名義を無断使用した場合（承認前に既に印刷し、公表した場合を含む。）は、警告書を出すものとする。

　（雑則）

第11条　前条の無断使用の場合並びに申請者が事実と異なる申請を行った場合及び第８条の規定に定める書面を提出していない場合は、その事由によっては以後の共催又は後援の承認は認めないものとする。

２　この要領に定めるもののほか、必要な事項については、南国市教育長が別に定める。
　  　
附　　則
この要領は、平成２４月７日１０日から施行する。                                  
  　
別表１（第４条関係）                                                    
	主催者について
の承認基準
	１　国、地方公共団体及びこれらの機関並びにその連合体
２　教育機関及び教育研究団体
３　新聞社、放送局等報道機関
４　公益法人その他教育、芸術、文化又はスポーツの向上普及に寄与する事業を行う団体（宗教団体又は政治団体を除く。）

	事業内容についての承認基準
	１　南国市教育委員会の教育行政の運営方針に反しないものであること。                            
２　幼児教育、学校教育、特別支援教育、生涯学習、文化財、スポーツ健康教育、人権教育等、市教育委員会の所掌事項と関連するもので、高い公益性を有すると認められるものであること。
３　政治的、宗教的又は商業的活動に関する宣伝、勧誘等を意図とするものでないこと。
４　特定の団体の利益を目的とするものでないこと。
５　事業の規模が南国市を含む範囲であるものであって、開催の日時及び場所、設備並びに運営が適切であること。   
６　事業内容及び規模からみて、営利を目的とするものでないと客観的に判断されるものであること。                         


備考
　１　主催者については、主催者についての承認基準１から４までのいずれかに該当するものでなければならない。
　２　事業内容については、事業内容についての承認基準の１から６までのすべての項目に該当しなければならない。
　
別表２（第４条関係）

	承認基準

	１　映像作品が、「文部科学省選定」又は「文部科学省特別選定」とされたものであること。

２　映像作品が、国又は地方公共団体若しくは社団法人日本ＰＴＡ全国協議会の推薦を得たものであること。
３　映像作品が、次の事項について国、地方公共団体、その他これに準ずる公共的団体の認証を得たものであること。

(１)　別表１「事業内容についての承認基準」２、３及び４を満たすものであること。

(２)  事実に関する描写は、正確かつ中立的であること。

(３)  倫理性に欠け、又は風紀を乱すものでないこと。

(４)　画面、色彩、音声、用語及び解説が適切であること。

(５)  社会的な悪影響又は社会的非難のおそれがないものであること。


備考

１　上映会で上映される映像作品については、そのすべてが承認基準のいずれかに該当するものでなければならない。

２　国又は地方公共団体とは、国又は地方公共団体の長、内部組織又は地方行政機関をいうものであること。

　３　国、地方公共団体、その他これに準ずる公共的団体とは、備考２に掲げるもののほか、これらの行政事務を代行し、又は補完する等の業務を行う団体であって、市教育長等がその都度認めたものをいうものであること。

　４　映像作品の上映時間が事業の実施時間の２分の１未満であるものは、この基準を適用しない。

第１号様式（第５条関連）
　　　　　　　　　　　　南国市教育委員会（共催・後援）申請書
                                                            平成　　年　　月　　日
  南国市教育委員会　様
                                               (申請者)

                                                所在地　　　　　　　　　　　　　　                                                団体名　　　　　　　　　　　　　　
                                                代表者  　　   　 　　　        印
　南国市教育委員会共催及び後援事業承認事務取扱要領第４条の規定に該当する事業を下記の内容で実施しますので、同要領第５条に基づき（共催・後援）を申請します。
記
	名　　　　称
	

	日　　　　時
	  　平成　　年　　月　　日(　)～　平成　　年　　月　　日(　)

  午前・午後      時　　分      ～  午前・午後 　   時　　分

	会　　　　場
	

	趣旨及び目的
	

	具体的な事業内容

（講習会にあっては、講師、講演内容も記載）
	

	具体的な援助方法
	

	主催団体名
	

	他の後 援 団 体
	

	参加対象者
	

	参加見込者数
	

	入場料等
	

	連絡責任者
連　絡　先
	

	備　　　　考
	


　※　申請書の記載方法については、裏面をよくお読みください。
裏面
＜申請時の注意点等＞
　１　事業を実施する際及びその前後において、特定の団体の利益を目的とした活動（宣伝、勧誘等）が行われることが認められる場合は、共催又は後援の承認を行なうことができない場合がありますので、ご注意をお願いします。
　２　申請書中の各欄はできる限り詳細に記入してください。欄中に収まらない場合は、別紙としていただいても結構です。
　　　なお、記載内容が不明な場合は、申請書を受理できない場合がありますので、ご注意をお願いします。
　３　申請書に次の書類を添付して提出してください。
(１)  イベントの具体的な内容がわかる資料（開催要項、企画書、チラシ等）
(２)  団体の活動についてわかる資料（団体の規約、役員名簿、今までの活動内容概略等）（初回申請の場合）
(3)  収支予算書（入場料を取る場合）

(4)  映画等の映像作品の上映会については、南国市教育委員会共催及び後援事業承認事務取扱要領別表２の承認基準を満たしていることを証する書類

４  申請書は２週間前までに提出してください。
＜参考＞　南国市教育委員会共催及び後援事業承認事務取扱要領（抜粋）
第4条 共催又は後援の承認基準は、別表１に掲げるとおりとする。

２　映画等の映像作品の上映会については、前項の承認基準に加え、別表２の承認基準も満たさなければならない。

別表１（第４条関係）                                                    
	主催者について
の承認基準
	１　国、地方公共団体及びこれらの機関並びにその連合体
２　教育機関及び教育研究団体
３　新聞社、放送局等報道機関
４　公益法人その他教育、芸術、文化又はスポーツの向上普及に寄与する事業を行う団体（宗教団体又は政治団体を除く。）

	事業内容についての承認基準
	１　南国市教育委員会の教育行政の運営方針に反しないものであること。                            

２　幼児教育、学校教育、特別支援教育、生涯学習、文化財、スポーツ健康教育、人権教育等、市教育委員会の所掌事項と関連するもので、高い公益性を有すると認められるものであること。

３　政治的、宗教的又は商業的活動に関する宣伝、勧誘等を意図とするものでないこと。

４　特定の団体の利益を目的とするものでないこと。

５　事業の規模が南国市を含む範囲であるものであって、開催の日時及び場所、設備並びに運営が適切であること。   

６　事業内容及び規模からみて、営利を目的とするものでないと客観的に判断されるものであること。                                


備考

　１　主催者については、主催者についての承認基準１から４までのいずれかに該当するものでなければならない。
　２　事業内容については、事業内容についての承認基準の１から６までのすべての項目に該当しなければならない。
別表２（第４条関係）

	承認基準
	１　映像作品が、「文部科学省選定」又は「文部科学省特別選定」とされたものであること。

２　映像作品が、国又は地方公共団体若しくは社団法人日本ＰＴＡ全国協議会の推薦を得たものであること。
３　映像作品が、次の事項について国、地方公共団体、その他これに準ずる公共的団体の認証を得たものであること。

(１)　別表１「事業内容についての承認基準」２、３及び４を満たすものであること。

(２)  事実に関する描写は、正確かつ中立的であること。

(３)  倫理性に欠け、又は風紀を乱すものでないこと。

(４)　画面、色彩、音声、用語及び解説が適切であること。

(５)  社会的な悪影響又は社会的非難のおそれがないものであること。


備考

１　上映会で上映される映像作品については、そのすべてが承認基準のいずれかに該当するものでなければならない。

２　国又は地方公共団体とは、国又は地方公共団体の長、内部組織又は地方行政機関をいうものであること。

　３　国、地方公共団体、その他これに準ずる公共的団体とは、備考２に掲げるもののほか、これらの行政事務を代行し、又は補完する等の業務を行う団体であって、市教育長等がその都度認めたものをいうものであること。

　４　映像作品の上映時間が事業の実施時間の２分の１未満であるものは、この基準を適用しない。
第２号様式（第６条関連）
文 書 番 号

　年 月 日

（申請者名） 様

南国市教育長　　　　　　　　　印

〔共催・後援〕決定通知書

年 月 日付けで申請がありました （事業名） について、次のとおり〔共催・後援〕を承認します。

記

１ 事 業 名

２ 開催日時

３ 承認の条件

（１）申請された事業計画どおり実施してください。事業計画を変更しようとするとき、又は事業を中止しようとするときは、速やかに（担当課）まで届け出てください。

（２）事業終了後１か月以内に事業完了報告書（様式第３号）を提出してください。

（３）上記（１）及び（２）の届出又は報告がなされなかったときには、今後の承認ができなくなることがありますので注意してください。

（以下、必要に応じ、追加訂正することができる。）

（４）参加者の事故防止及び救護体制については十分留意してください。

（５）事業の経費負担や補助、児童生徒等の動員を伴うものではありません。
第３号様式（第８条関係）
　　　　　　　　　　　　南国市教育委員会（共催・後援）完了報告書
                                                            平成　　年　　月　　日
  南国市教育委員会　様
                                               (申請者)

                                                所在地　　　　　　　　　　　　　　                                                団体名　　　　　　　　　　　　　　
                                                代表者  　　   　 　　　        印
　南国市教育委員会共催及び後援事業承認事務取扱要領第４条の規定に該当する事業を下記の内容で完了しましたので第８条に基づき報告します。
記
	名　　　　称
	

	日　　　　時
	  　平成　　年　　月　　日(　)～　平成　　年　　月　　日(　)

  午前・午後      時　　分      ～  午前・午後 　   時　　分

	会　　　　場
	

	趣旨及び目的
	

	具体的な事業内容

（講習会にあっては、講師、講演内容も記載）
	

	具体的な援助方法
	

	主催団体名
	

	他の後 援 団 体
	

	参加対象者
	

	参加者数
	

	入場料等
	

	連絡責任者
連　絡　先
	

	備　　　　考
	


